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東郷町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年東郷町条例第１１号）第

５条の規定に基づき、平成２９年度における東郷町の人事行政の運営等の状況について公表

する。 

  平成３０年１２月１日 

                       東郷町長 井 俣 憲 治 

 

１ 職員の任免及び職員数等に関する状況 

 ⑴ 職員の総数 

一般職の職員の定数と現在の職員数（各年４月１日現在） 

職員定数 Ｈ２９年の職員数 Ｈ２８年の職員数 

３１０人 ２８８人（１１人） ２８４人（１１人） 

（注） 職員数は、町長、副町長、教育長及び短時間再任用職員を除いた数です。 

（ ）は、育児休業代替任期付採用職員数（内数）です。 

 

⑵ 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在) 

     区 分 

部 門 

職員数(人） 対前年 

増減数 
主な増減理由 

Ｈ２９年 Ｈ２８年 

一
般
行
政
部
門 

議会 ３ ３   

総務 ５６ ５５ １ 

事務の統廃合縮小による減 

人事秘書課業務増加による増 

育児休業等代替職員の採用による増 

税務 ２３ ２３   

民生 ９８ １０１ △３ 

育児休業等代替職員の不補充による減 

退職職員の不補充による減 

保育園、児童館の人事交流による増 

衛生 ２３ ２３   

農林水産 ４ ４   

商工 ４ ２ ２ 道の駅事業実施による増 

土木 ２５ ２４ １ セントラル開発関連業務増加による増 

小 計 ２３６ ２３５ １  

政
部
門 

特
別
行 

教 育 ２２ ２０ ２ 高校総体の実施による増 

小 計 ２２ ２０ ２  

公
営
企
業
等
部
門 

診療所 ６ ６   

下水道 ６ ６   

国民健康保険 ５ ５   

後期高齢者保険 ５ ４ １ 業務量増加に伴う増 

介護保険 ８ ８   

小 計 ３０ ２９ １  

合 計 ２８８ ２８４ ４  

（注） 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員、

育児休業等代替任期付採用職員及び再任用職員（短時間再任用職員を除く。）を含みます。 
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 ⑶ 年齢別職員数の状況（平成２９年４月１日現在） 

区分 １０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 合計 

男性 ０人 ３５人 ３０人 ３３人 ３４人 ０人 １３２人 

女性 ０人 ５０人 ５１人 ３９人 １６人 ０人 １５６人 

合計 ０人 ８５人 ８１人 ７２人 ５０人 ０人 ２８８人 

 

 ⑷ 採用者の数（平成２９年４月～平成３０年３月 育児休業等代替任期付職員を含む） 

一般事務 技師 保育士 保健師 栄養士 看護師 

１５人 １人 ６人 １人 １人 １人 

 

 ⑸ 退職者の数（平成２９年４月 1日～平成３０年３月３１日 事由別退職者の数） 

区 分 定 年 勧 奨 自己都合 その他 

一般事務 ５人 ０人 ２人 ０人 

保育士 ０人 ０人 ２人 ０人 

指導主事 ０人 ０人 ０人 １人 

 

 ⑹ 再任用の状況（平成２９年度） 

区 分 常時勤務 短時間勤務 

一般事務 ０人 １４人 

 

 ⑺ 障がい者の任用状況 

法定雇用率 ２.３０％ Ｈ２９年度 ２.３８％ Ｈ２８年度 ２.６０％ 

 

 ⑻ 採用試験の実施状況 

   【第１回】（平成３０年４月１日採用者） 

区 分 
受験者 １次合格者 ２次合格者 最終合格者 

倍率 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

一般事務 39人 26人 15人 8人 5人 5人 3人 2人 13.0 

一般事務（障がい） 3人 0人 2人 0人 1人 0人 1人 0人 3.0 

土木技師 3人 0人 2人 0人 1人 0人 1人 0人 3.0 

建築技師 1人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 - 

管理栄養士 0人 8人 0人 4人 0人 2人 0人 1人 8.0 

保育士 1人 5人 1人 4人 0人 2人 0人 1人 6.0 

保育士（経験者） 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 - 

 

【第２回】（平成３０年４月１日採用者） 

区 分 
受験者 １次合格者 ２次合格者 最終合格者 

倍率 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

一般事務 9人 2人 4人 1人 3人 0人 1人 0人 11.0 

建築技師 1人 0人 1人 0人 1人 0人 1人 0人 1.0 

保育士 0人 2人 0人 2人 0人 1人 0人 1人 2.0 
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２ 職員等の給与の状況 

 ⑴ 人件費の状況（平成２９年度 普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳人口 

(平成 30年 3月 31日現在) 

歳出額 Ａ 

（千円） 

人件費 Ｂ 

（千円） 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

Ｈ２９ 

年度 
43,525人 11,925,123千円 2,077,314千円 17.4％ 

（注） １ 普通会計とは、全体から国民健康保険事業、東郷診療所事業、後期高齢者医療事業、

介護保険事業、下水道事業を除いたものです。 

２ 人件費には、町長、副町長、教育長、町会議員などに支給される給料、報酬などを含

みます。 

 

 ⑵ 職員給与費の状況（平成２９年度 普通会計決算） 

区分 
職員数 

Ａ 

給 与 費 １人当たり 

給与費 Ｂ／Ａ 給 料 職員手当 期末勤勉手当 計 Ｂ 

Ｈ２９

年度 
258人 880,101千円 171,642千円 357,083千円 1,408,826千円 5,460 千円 

（注） １ 職員数には、町長、副町長、教育長を含みません。 

    ２ 職員数は平成２９年４ 月１ 日現在の人数です。 

      ３ 職員手当には、退職手当を含みません。 

 

 ⑶ 一般行政職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

東郷町 304,000円 373,731円 39.2歳 

愛知県 326,313円 431,486円 42.0歳 

（注） 平均給与月額は、平成２９年４月分の給料及び職員手当（期末・勤勉手当を除く。）の合計

を平成２９年４月の職員数で除したものです。 

 

 ⑷ 一般行政職職員の初任給・経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２９年４月１日現在) 

区 分 初任給 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 25 年 

大学卒 185,800円 244,550円 283,033円 365,111円 

 

 ⑸ 一般行政職の級別職員数の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 合計 

標準的な 

職務内容 
主事 主事 主任 主査 係長 課長補佐 課長 部長 

 

職員数 ３９人 ２２人 １８人 １４人 ２３人 １３人 ２５人 １１人 １６５人 

構成比 23.6％ 13.3％ 10.9％ 8.5％ 13.9％ 7.9％ 15.2％ 6.7％ 100.0％ 

（注） １ 東郷町職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表(一)の級区分による職員数です。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

 

 

 

 



 4 

 ⑹ 職員手当の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 東郷町 国 

期
末
勤
勉
手
当 

項目 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 １.２２５月 ０.８５ 

東郷町と同じ 

１２月期 １.３７５月 ０.８５ 

計 ２.６月 １.７月 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 
有 

区 分 東郷町 国 

退
職
手
当 

項目 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20年 ２０．４４５月分 ２５．５５６２５月分 

東郷町と同じ 
勤続 25年 ２９．１４５月分 ３４．５８２５０月分 

勤続 35年 ４１．３２５月分 ４９．５９月分 

その他加算措置 定年前早期退職特例措置 2～45％加算 

1 人当たり平均支給額 １０，３７７千円  

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した全職種に係る職員に支給された

平均額です。 

 

区 分 東郷町 国 

扶養手当 

配偶者１０，０００円 

子８，０００円 

父母等６，５００円 

配偶者がいない場合は、子１０，０００円、

父母等９，０００円 

特定期間（子が高校生・大学生）の加算 

５,０００円 

東郷町と同じ 

住居手当 
借家・借間居住者１２,０００円を超える

家賃の額に応じ、最高２７,０００円 
東郷町と同じ 

通勤手当 

交通機関利用者 

運賃相当額の範囲内で支給 

自動車等利用者 

片道２Kｍ以上から通勤距離に応じ支給

（2,000円～31,600円） 

東郷町と同じ 

 

地域手当 

（29年度決算） 

支給率 ６．０％ 

支給対象職員数 ２８８人 

支給対象職員１人当たり平均支給月額 １８，１６０円 

 

特殊勤務手当 

（29年度決算） 

区 分 全職種 

職員全体に占める手当支給職員の割合 １０．４％ 

支給職員１人当たり平均支給月額 ９，８８８円 

代表的な手当の名称 保健衛生手当等 

（注） 平均支給月額は、平成 29年度決算額を支給職員数で除したものです。 
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時間外勤務手当 

（29年度決算） 

支給総額 ５２，１００千円 

職員１人当たり支給年額 ２０５千円 

 

 ⑺ 特別職等の報酬等の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 報 酬 月 額 等 期 末 手 当 

給

料 

町 長 

副町長 

教育長 

８７９，０００円 

７１７，０００円 

６６２，０００円 

 

 

6 月期 １．５５月分 

12 月期 １．７５月分 

計  ３．３０月分 報

酬 

議 長 

副議長 

委員長 

議 員 

３８９，０００円 

３１２，０００円 

２９２，０００円 

２８２，０００円 

（注） 期末手当は、町長、副町長、教育長、議員とも加算率（１.４５）を乗じて得た額が支給さ

れます。 

 

 ⑻ ラスパイレス指数の状況 

Ｈ２９年 Ｈ２８年 Ｈ２７年 Ｈ２６年 Ｈ２５年 Ｈ２４年 

９９．６ ９９．７ １００．１ ９９．９ ９９．２ ９９．０ 

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の俸給を１００として見た場合に、東郷町の給与水準

を示す指数です。 

 

３ 勤務時間その他の勤務条件 

 ⑴ 職員の勤務時間、休憩時間の概要（平成２９年４月１日現在） 

   職員の勤務時間は、原則として、８時３０分から１７時１５分までのうち１時間の休憩時間を除

く１日７時間４５分、週３８時間４５分です。 

 

 ⑵ 職員の年次有給休暇の取得状況 

   労働基準法の規定に従い、原則として１年度に２０日の有給休暇が与えられます。 

Ｈ２９年度の平均取得日数 Ｈ２８年度の平均取得日数 

１０．６日 ９．６日 

 

 ⑶ 特別休暇の概要 

   年次有給休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別な休暇が認められます。 

主な休暇 付 与 日 数 

選挙権、公民権の行使のための休暇 必要と認められる期間 

裁判員、証人等として出頭する場合の休暇 必要と認められる期間 

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 １年度につき５日以内の期間 

結婚休暇 連続する７日間 

産前の時差通勤休暇 
勤務時間の始めと終わりにおいて、１日を通じて１

時間以内の期間 

産前産後の健診休暇 
母子健康法規定に基づく保健指導又は健康診査を受ける

場合に、１日の範囲内において、必要と認められる期間 
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産前休暇 ８週間 

産後休暇 ８週間 

生理休暇 1 回に２日以内の期間 

育児時間 １日につき１時間以内の期間 

妻の出産に係る休暇 ２日間以内の期間 

男性職員の育児参加のための休暇 １年度につき５日以内の期間 

子の看護のための休暇 １年度に５日以内の期間 

短期介護休暇 １年度につき５日以内の期間 

忌引休暇 親族の区分により１日から７日までの期間 

父母の法要のための休暇 １日 

夏季休暇 １年に５日 

災害の復旧作業のための休暇 連続する７日以内の期間 

災害等による出勤が困難な場合の休暇 必要と認められる期間 

災害等による退勤が困難な場合の休暇 必要と認められる期間 

介護休暇 ６月の期間内において必要と認められる期間 

 

 ⑷ 職員の育児休業制度の概要と取得状況（平成２９年度） 

   職員が育児をするための休業制度があり、最長３年間取得することができます。育児休業は１日

単位で、部分休業は時間単位で取得することができます。 

区 分 
取得者数 

男性 女性 計 

育児休業 １人 １７人 １８人 

部分休業 ０人 ８人 ８人 

育児短時間勤務 ０人 １人 １人 

 

 ⑸ 配偶者同行休業制度の概要と取得状況（平成２９年度） 

職員が、外国に住所又は居所を定めて滞在する配偶者と生活を共にするための休業制度があり、

最長３年間取得することができます。 

区 分 
取得者数 

男性 女性 計 

配偶者同行休業 ０人 １人 １人 

 

⑹ 介護休暇制度の概要と取得状況（平成２９年度） 

   職員が要介護状態にある家族を介護するための休暇制度があり、連続する６月取得することがで

きます。介護休暇は、１日単位ではなく、時間単位で取得することもできます。 

区 分 
取得者数 

男性 女性 計 

介護休暇 ０人 ０人 ０人 
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４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

  職員は身分を保障されていますが、一定の事由があれば、職を失ったり、降任されたり、給料を減

額されます。 

 ① 分限処分者（平成２９年度） 

処分事由 降任 免職 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

心身の故障の場合 ０人 ０人 ４人 ０人 ４人 

職に必要な適格性を欠く場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

刑事事件に関し起訴された場合 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

計 ０人 ０人 ４人 ０人 ４人 

 ② 懲戒処分者 （平成２９年度） 

処分事由 免職 停職 減給 戒告 訓告等 計 

一般服務違反関係 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

公金公用物等取扱関係 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

公務外非行関係 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

交通事故・交通法規違反関係 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

監督責任関係 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

計 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

（注） 地方公務員法以外の処分として訓告等の処分があります。 

 

５ 職員の服務の状況 

 ⑴ 服務に関する基本原則の概要 

基本原則 概 要 

職務専念義務 
職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しな

ければいけません。 

信用失墜行為の禁止 
職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為

をしてはいけません。 

営利企業等の従事制限 
営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合

には許可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

政治的行為の制限 
職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政

治的行為が禁止されています。 

 

 ⑵ 営利企業等従事許可制度の概要と許可の状況（平成２９年度） 

   職員は許可を受ければ営利企業等に従事することができます。 

許可した内容 許可件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体役員

その他の地位を兼ねるもの 

 ０件 

自ら営利を目的とする私企業を営むもの  ０件 

上記に掲げるものを除き、報酬を得て事業又は事務に従事するもの  ０件 
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６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 研修方針・体系の概要と実施状況 

  ア 東郷町職員研修方針 

    「東郷町人材育成基本方針」に掲げる「住民とともに考え、柔軟で主体的に行動し、自ら学び

成長しつづける職員」の実現を目指し、以下のような職員の育成に努めることを研修の基本方針

とします。 

 ・倫理観のある職員 

   ・人間性豊かで思いやり深い職員 

   ・柔軟性と主体性を兼ね備え、自ら率先して動ける職員 

   ・連携と協力を実践する職員 

  イ 東郷町職員研修の体系と実施状況 

① 職場研修 

  職場研修とは、職場において日常の職務を通して行われる研修で、部下の能力開発のために

職場の上司や先輩がそれぞれの仕事の内容に応じて計画的かつ継続的に部下や後輩を指導し教

育するものです。 

 

② 職場外研修 

  職場外研修とは、職場から離れて直接の上司以外の者によって行われる研修で、研修目標を

共通にした多数の職員を対象に実施される研修で、大きく「一般研修」と「派遣研修」に分類

されます。 

（平成２９年度実績） 

区  分 受講者数 主な内容等 

一

般 

研

修 

基本研修 ２５７人 新規採用職員研修等 

専門研修 ２６６人 法制執務研修等 

特別研修 １１人 人事考課研修等 

派

遣 

研

修 

市町村・国際文化アカデミー １人 ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ・ﾋﾞｯｸﾃﾞｰﾀ等を活用した自治体政策 

自治大学校 ３人 第２部・第３部課程 

愛知県実務研修生 ２人  

共済組合 １５人 メンタルヘルス研修 

民間主催研修 ５人 地方自治体監査の基礎実務 

 

 ⑵ 職員の勤務成績の評定制度の概要（平成２９年度） 

   職員が職務を遂行するために発揮した能力・態度及び仕事の結果（業績）について、毎年評価を

行い、評価結果を昇任・昇格、給与などに反映させています。 

（評価の概要） 

  ・評定要素：能力５要素、態度４要素、業績評価 

  ・評定期間：平成２９年２月１日から平成３０年１月３１日まで 

  ・評価段階：５段階 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 健康診断の状況（平成２９年度） 

健康診断の種類 受診者数 

人間ドック １７１人 

定期健康診断 ２９０人 

ストレスチェック ４１６人 

 

⑵ 職員互助会制度（平成２９年度） 

  名  称：東郷町職員互助会 

  会 員 数：３０９人 

  事 業 費：６，５３２，３１６円  

  町補助金：１，２６１，０００円 

 

 ⑶ 公務災害補償の状況（平成２９年度） 

区 分 傷 病 死 亡 

通勤災害 ０人 ０人 

公務上の災害 ３人 ０人 

 

 ⑷ 勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

  職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求することがで

きます。 

区 分 平成２９年度 

措置要求件数 ０件 

 

 ⑸ 不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況 

   職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申し立てをす

ることができます。 

区 分 平成２９年度 

不服申立件数 ０件 

 


